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労働契約上の安全配慮義務違反による
　　　　　　　　損害と弁護士費用
　　　　　（最判平成24年2月24日裁時1550号20頁、
　　　　　　判時2144号89頁、判タ1368号63頁）
新　井　弘　明
1．事実の概要
　Yは、地金の売買等を業とする株式会社であり、XはYに雇用されてい
た。Xは、Yのチタン事業部工場内で400tプレス機（以下「本件プレス機」
という。）を操作してチタン材のプレス作業に従事していたところ、本件
プレス機に両手を挟まれ、両手の親指を除く各4指を失うという事故（以
下「本件事故」という。）に遭った。
　そこで、Xは、弁護士に訴訟追行を委任した上、本件事故はYの労働契
約上の安全配慮義務違反により生じたものであると主張し、Yに対し、債
務不履行に基づく損害賠償等（弁護士費用700万円を含む7745万8026円及
びこれに対する事故日からの遅延損害金）を求めて訴訟を提起した。
　1審（大津地彦根支判平成22年5月27日）は、Yの安全配慮義務違反
を認めた上、Yに対し、3733万7508円及びこれに対する事故日からの遅
延損害金の支払いを命じた。このうち、Xが求めていた弁護士費用の点に
っいては、「Yの安全配慮義務違反と相当因果関係のある損害として弁護
士費用340万円を認めるのが相当」であるとした。
　そこで、Yが控訴するとともに、Xも附帯控訴した。
　原審（大阪高判平成23年2月17日）は、Yの安全配慮義務違反を認め、
Yに対し、1876万5436円及びこれに対する訴状送達の日の翌日である平
成21年2月1日からの遅延損害金の支払いを命じた（1審よりも認容額
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が減額されたのは、過失割合の変更等によるものである。）。もっとも、X
が求めていた弁護士費用の点については、「Xが主張する弁護士費用の損
害賠償の主張は失当」であるとした。
　そこで、Xが上告受理申立てをし、最高裁がこれを受理した。
2．判決要旨
　最高裁は、本件は、就労中に事故に遭って負傷した労働者であるXが、
使用者であるYの安全配慮義務違反によって上記事故が発生したと主張し
て、Yに対し、債務不履行等に基づく損害賠償を求める事案であるとした
上、弁護士費用を棄却した原審の判断は是認することができないとし、原
判決中、債務不履行に基づく損害賠償請求のうち弁護士費用に関する部分
にっき、190万円及びこれに対する訴状送達の日の翌日である平成21年2
月1日から支払済みまで年5分の割合による金員の請求を棄却した部分
は、破棄を免れないとし、同部分につき原審に差し戻した。その理由は、
次のとおりである。
　「労働者が、就労中の事故等につき、使用者に対し、その安全配慮義務
違反を理由とする債務不履行に基づく損害賠償を請求する場合には、不法
行為に基づく損害賠償を請求する場合と同様、その労働者において、具体
的事案に応じ、損害の発生及びその額のみならず、使用者の安全配慮義務
の内容を特定し、かっ、義務違反に該当する事実を主張立証する責任を負
うのであって（最高裁昭和54年（』オ）第903号同56年2月16日第二小法廷
判決・民集35巻1号56頁参照）、労働者が主張立証すべき事実は、不法行
為に基づく損害賠償を請求する場合とほとんど変わるところがない。そう
すると、使用者の安全配慮義務違反を理由とする債務不履行に基づく損害
賠償請求権は、労働者がこれを訴訟上行使するためには弁護士に委任しな
ければ十分な訴訟活動をすることが困難な類型に属する請求権であるとい
うことができる。
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　したがって、労働者が、使用者の安全配慮義務違反を理由とする債務不
履行に基づく損害賠償を請求するため訴えを提起することを余儀なくさ
れ、訴訟追行を弁護士に委任した場合には、その弁護士費用は、事案の難
易、請求額、認容された額その他諸般の事情を斜酌して相当と認められる
額の範囲内のものに限り、上記安全配慮義務違反と相当因果関係に立っ損
害というべきである（最高裁昭和41年（オ）第280号同44年2月27日第一
小法廷判決・民集23巻2号441頁参照）。」とした。
3．研究
　　【1】債務不履行に基づく損害賠償請求において、弁護士費用相当額の
損害の賠償を求めることができるかについては、これまで争いがあったと
ころであり、このうち、本判決（1）は、労働契約上の安全配慮義務違反を理
由とする債務不履行に基づく損害賠償請求において、最高裁として初め
て、弁護士費用相当額の賠償を明示的に認める判断を示したものとして意
義を有するものである。
　法的紛争の当事者が、当該紛争につき弁護士に訴訟追行を委任した場
合、これによって生じる弁護士費用（2）を回収するための方策としては、ま
ず、訴訟費用として、これを相手方に負担させるという方策が考えられ
る。しかしながら、民事訴訟においては、訴訟費用は敗訴者が負担するの
が原則となっているものの（民事訴訟法61条）、訴訟費用には弁護士費用
が含まれていないため（民事訴訟費用等に関する法律2条参照）、訴訟に
（1）　本件判例評釈等として、夏井高人「判批」判例自治354号（2012年）107頁、中川
　敏宏「判批」法学セミナー692号（2012年）128頁、宗宮英俊「判批」NBL983号（2012年）
　92頁、河津博史「判批」銀行法務21Nα744（2012年）63頁、白石友行「判批」民商
　146巻6号（2013年）121頁、中田裕康「判批」私法判例リマークス46号（2013年）
　26頁。
（2）　夏井・前掲注1・108頁は、「弁護士は、慈善事業をしているわけではない。何か特
　別な事情でもない限り、経費倒れになるような仕事を受注することはできないし、
　報酬を得られる見込みのない仕事をするわけにもいかない。」として、弁護士費用が
　不可避的に生じることを指摘している。
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勝訴したとしても弁護士費用を回収することはできない（3）。
　そこで考えられるのが、弁護士費用を損害賠償の範囲内の損害であると
して、相手方に対して請求する方策である。
　本件における原告も、労働契約上の安全配慮義務違反を理由とする債務
不履行に基づく損害賠償を求めた本件訴訟の追行を弁護士に委任し、そこ
で生じた弁護士費用（4）を、相手方たる被告に対して請求したものである。
　この点、最判昭和44年2月27日民集23巻2号441頁（以下「昭和44年判
決」という。）は、不動産（宅地及び建物）の所有者が、当該不動産にっ
き設定された根抵当権設定登記の抹消登記手続を求めるとともに、本件訴
訟の追行を弁護士に委任して支払った着手金（手数料）の支払などを求め
たという事案において、「思うに、わが国の現行法は弁護士強制主義を採
ることなく、訴訟追行を本人が行なうか、弁護士を選任して行なうかの選
択の余地が当事者に残されているのみならず、弁護士費用は訴訟費用に含
まれていないのであるが、現在の訴訟はますます専門家され技術化された
訴訟追行を当事者に対して要求する以上、一般人が単独にて十分な訴訟活
動を展開することはほとんど不可能に近いのである。従って、相手方の故
意又は過失によって自己の権利を侵害された者が損害賠償義務者たる相手
方から容易にその履行を受け得ないため、自己の権利擁護上、訴を提起す
ることを余儀なくされた場合においては、一般人は弁護士に委任するにあ
らざれば、十分な訴訟活動をなし得ないのである。そして現在において
（3）　我妻学「判批」別冊ジュリスト民事訴訟法判例百選［第3判］（2003年）248頁、
　　中田・前掲注1・27頁。
（4）　岨野悌介「弁護士費用の損害賠償」『新実務民事訴訟講座4・不法行為訴訟1』
　　（1982年）130頁は、「実際の実務では、かくべつの立証もなしに、弁護士費用以外
　の損害の認容額にある割合を乗じた額を弁護士費用の賠償額とする例が一般的であ
　　り、かつ右の割合は弁護士費用以外の損害の認容額の一割程度を基準にしてその周
　辺にとどまることが多い旨の報告をよくみるものであるが、経験的にいってこうし
　　た傾向は現在まで変わっていないといえる。」とする。本件判決の事案においても、
　原告は、第1審における主たる請求額の1割相当額にあたる700万円を、弁護士費用
　相当額の損害であると主張している。
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は、このようなことが通常と認められるからには、訴訟追行を弁護士に委
任した場合には、その弁護士費用は、事案の難易、請求額、認容された額
その他諸般の事情を斜酌して相当と認められる額の範囲内のものに限り、
右不法行為と相当因果関係に立つ損害というべきである。」として、不法
行為に基づく損害賠償請求において、弁護士費用相当額の賠償を認めてい
る（5）。したがって、弁護士費用を回収する方策として、訴訟費用としてで
はなく、弁護士費用相当額を損害賠償における損害として、相手方から回
収するという方策を認めたこと自体は、目新しいものではない。本判決の
意義は、上記昭和44年判決において認められた不法行為に基づく損害賠
償請求に限らず、労働契約上の安全配慮義務違反を理由とする債務不履行
に基づく損害賠償請求においても、弁護士費用相当額の賠償を認めたこと
にある。安全配慮義務については、最判昭和50年2月25日民集29巻2号
143頁は、公務中に交通事故で死亡した子（国家公務員）の父母が、国に
対して、損害賠償を求めたという事案において、「国と国家公務員（以下
「公務員」という。）との間における主要な義務として、法は、公務員が職
務に専念すべき義務…を負い、国がこれに対応して公務員に対し給与支払
い義務…を負うことを定めているが、国の義務は右の給付義務にとどまら
ず、国は、公務員に対し、国が公務遂行のために設置すべき場所、施設も
しくは器具等の設置管理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂行
する公務の管理にあたって、公務員の生命及び健康等を危険から保護する
よう配慮すべき義務（以下「安全配慮義務」という。）を負っている」、
「右のような安全配慮義務は、ある法律関係に基づいて特別な社会的接触
の関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として当事者
の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務」であるとして、安全
（5）　岡本詔冶『損害賠償の範囲1（総論・売買）』（一粒社、1999年）225頁は、判例理
　論として定着したといえるとする。なお、不法行為訴訟における弁護士費用の賠償
　の可否について、大審院の時代においては、否定された例もみられる（大判明治32
　年10月7日民録5輯9巻58頁など）。
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配慮義務を認めている。そして、この安全配慮義務違反の性格が、債務不
履行又は不法行為のいずれであるかについては争いがあるものの、上記昭
和50年判決、最判昭和55年12月18日民集34巻7号888頁、さらには、主張
立証内容につき明らかにした最判昭和56年2月16日民集35巻1号56頁な
どにおいて、最高裁は債務不履行責任と構成することを明らかにしてい
る（6）。このように、安全配慮義務違反について債務不履行構成を採ってい
る最高裁において、弁護士費用相当額の賠償を認めた意義は大きい。専門
家、技術化する訴訟において、その追行を弁護士に委任することは、もは
や不可避と言ってよいから（7）、本判決の結論には賛成したい。もっとも、
後記のとおり、結論に至る理由付けについては、賛成し難いものがある。
　そこで、本稿においては、債務不履行に基づく損害賠償請求における弁
護士費用相当額の賠償の可否に関する従来の学説及び先例に触れつつ本判
決の位置付けについて検討を加え【2】、また、本判決の位置付けを踏ま
えた上で、本判決の射程について検討すると共に、残された課題にっいて
触れたい【3】。
【2】学説・先例
1　債務不履行に基づく損害賠償請求する場合において、弁護士費用相
（6）　高橋譲「安全配慮義務」伊藤滋夫編『民事要件事実講座（3）』484頁は、「安全配
　　慮義務は、民法415条に根拠を持っ債務不履行貢任の一っの態様」とする。井上哲男
　　「安全配慮義務訴訟の証明責任・要件事実」高橋宏志・加藤新太郎編『実務民事訴訟
　　講座［第3期］第5巻一証明責任・要件事実』（2012年）261頁も同旨。
（7）最高裁判所事務総局『裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（概況編）』（2011
　　年）30頁によれば、民事第一審訴訟（過払金返還請求訴訟を除く）では、双方に代
　　理人が選任された事件の割合は40．1％、原告にのみ代理人が選任された事件の割合
　　は36．9％、被告にのみ代理人が選任された事件の割合が3．8％であり、本人のみの事
　　件の割合が19．2％となっている。また、民事訴訟制度研究会編『2011年民事訴訟利
　　用者調査』（2012年）62頁は、過払金返還請求訴訟を除いた地方裁判所における民
　　事通常事件の終局事件を対象とした調査結果によれば、民事第一審訴訟（過払金返
　　還請求訴訟を除く）では、回答者中、代理人を選任していたのは79．7％、代理人を
　　選任していなかったのは20．3％となっており、2006年の調査時よりも、弁護士代理
　　率があがっていると分析している。
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当額を損害として請求することができるかについては、学説・先例共に
種々の見解・判断が示されていた。
　2　まず、金銭債務の不履行に基づく損害賠償請求の場合において、最
判昭和48年10月11日裁判集民110号231頁は、債権者が損害賠償として債
務者に弁護士費用その他の取立費用を請求することを否定している。
　次に、金銭債務以外の債務（以下「非金銭債務」という。）の不履行に
基づく損害賠償請求の場合において、大審院大正4年5月19日民録21輯
725頁は、弁護士に訴訟代理を委任したとしても、弁護士費用が訴訟費用
に含まれていないことを理由として、弁護士費用の請求を否定する判断を
示している。最高裁においても、非金銭債務の不履行に基づく損害賠償請
求において、明示的に弁護士費用の請求を認めたものはない。
　学説においては、不法行為に基づく本来的損害は明確でなく、その確定
のためには裁判所の介在を要するのに対し、契約債務の場合には、具体的
債務内容が確定しているとともに、履行確保のための手段を準備すること
が可能であることなどを理由として、弁護士費用の請求を否定するものが
ある（8）。
　これに対し、不法行為に基づく損害賠償請求の場合と区別せずに、弁護
士費用の請求を肯定する学説もある（9）。この中には、論理的には否定説が
妥当であるとしながらも、弁護士費用が訴訟費用に算入されない現状で
（8）　川島武宜「判批」『判例民事法昭和16年度［207］』224頁。
（9）　我妻栄『新訂債権総論』（岩波書店、1964年）127頁、桜田勝義「最高裁と弁護士
　費用論」法学セミナー160号42頁、奥田『債権総論［増補版］』（悠々社、1992年）
　208頁、伊藤眞「訴訟費用の負担と弁護士費用の賠償」新堂孝司ほか編『判例民事訴
　訟法の理論（下）』（1995年）107頁。なお、副田隆重「交通事故訴訟における弁護
　士費用の賠償」成城法学（1988年）105頁は、昭和44年判決が示した一般的な理由
　付けを前提に「訴訟の専門家、技術化が進んだ今日においては自己の権利擁護のた
　　めに訴訟提起を余儀なくされた場合に弁護士に委任することは通常の事柄であると
　　いう認識を前提とし、かつ、賠償すべき損害の範囲の間題として弁護士費用支出を
　考える場合には、右判決の示した考え方は不法行為を理由とする損害賠償請求訴訟
　　にのみ妥当し、債務不履行に基づく請求には妥当しないという論理的な根拠も充分
　　とは言えない」とする。
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は、衡平の見地から肯定説を是認せざるを得ないとするものもある（10）。
　さらに、これらの中間にあって、限定的に弁護士費用の請求を肯定する
見解がある。この中には、債務不履行が不法行為をも構成するような強度
の違法性を帯びるもので、かつ、債務者がその債務の存在を争って債務の
履行をせず、債権者が提起した訴訟に応訴するなど社会通念上相当でない
と認められる場合に限り、通常損害として、弁護士費用の請求を認める見
解（11）や、通常の損害としては、一般的に賠償の対象外としながらも、特
別事情による損害として賠償の対象にはなり得るとする見解（12）などがあ
る。
　それでは、本件において問題となった安全配慮義務違反を理由とする債
務不履行に基づく損害賠償請求の場合はどうであろうか。
　この場合について、先例（13）及び学説（14）共に、弁護士費用の請求を肯定
するのが大勢とみてよい。
【3】本判決の射程と残された課題
　1　本件においては、債務不履行に基づく損害賠償請求、中でも、労働
契約上の安全配慮義務違反を理由とする債務不履行に基づく損害賠償請求
における弁護士費用の賠償請求の可否が間題とされていた。
　この点に関して、本判決は、労働契約上の安全配慮義務違反を理由とす
（10）　田邨正義「弁護士費用」『実務民事訴訟法講座2巻』（日本評論社、1969年）158頁。
（11）小泉博嗣「債務不履行と弁護士費用の賠償」判タ452号（1981年）57頁。
（12）斎藤清実「弁護士費用の賠償を求め得る限度」判タ254号57頁、東孝行「弁護士
　　費用の賠償」判タ281号59頁。
（13）東京地判平成3年3月22日判時1382号29頁、大阪地判平成10年4月30日判時1685
　　号68頁、大阪地判平成23年9月16日判時2132号125頁等。
（14）新美育文「『安全配慮義務の存在意義』再論」法論60巻4＝5号（1988年）612頁、
　　星野雅紀「安全配慮義務をめぐる諸間題」村重慶一編『現代裁判法体系27［国家賠償］』
　　（1998年）201頁、難波孝一「安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の種類とそ
　　の範囲」山口和男編『現代民事裁判の課題7［損害賠償］』（1989年）200頁、滝澤
　高臣「安全配慮義務違反に基づく損害賠償当事者の拡大」山口和男編『現代民事裁
　判の課題7［損害賠償］』（1989年）215頁。
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る債務不履行に基づく損害賠償請求において、弁護士費用の請求を認める
結論を導く理由について、本件請求は「不法行為に基づく損害賠償を請求
する場合と同様、その労働者において、具体的事案に応じ、損害の発生及
びその額のみならず、使用者の安全配慮義務の内容を特定し、かっ、義務
違反に該当する事実を主張立証する責任を負うのであって（最高裁昭和
54年（オ）第903号同56年2月16日第二小法廷判決・民集35巻1号56頁参
照）、労働者が主張立証すべき事実は、不法行為に基づく損害賠償を請求
する場合とほとんど変わるところがない。」から、「使用者の安全配慮義務
違反を理由とする債務不履行に基づく損害賠償請求権」は、弁護士に委任
しなければ十分な訴訟活動をすることが「困難な類型に属する請求権」で
あることを挙げている。すなわち、本判決は、本件請求が不法行為に基づ
く損害賠償請求との間における主張立正内容の類似性を示すことによっ
て、引用する昭和44年判決と同様に考えられることを示している。
　しかしながら、敢えて労働契約上の安全配慮義務を理由とする債務不履
行に基づく損害賠償請求と不法行為に基づく損害賠償請求との主張立証内
容の類似性を述べるまでもなく、労働契約上の安全配慮義務を理由とする
債務不履行に基づく損害賠償請求は、その主張立証内容からして、弁護士
に委任しなければ十分な訴訟活動をすることが困難であることを言えば、
それで十分であったし、また、そうすべきであったと考える。
　専門家、技術化する訴訟において、その追行を弁護士に委任すること
は、もはや不可避であることは前記のとおりであるが、そればかりか、訴
訟追行のために弁護士を代理人に選任するのが大半である現状を考えれ
ば、原則的に、弁護士費用の賠償請求を認めるべきであろう。本判決が、
上記のとおり、不法行為との類似性を述べることにより、今後この点が、
他の訴訟類型において、弁護士費用の賠償請求を認める判断への「足かせ」
となりはしないかと危惧するところである。
　本判決が、不法行為との類似性を述べる点は、強調として捉えるべきで
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はなく、本判決の見方としては、「弁護士に委任しなければ十分な訴訟活
動をすることが困難な類型に属する請求権」とする点にあるとみるべきで
ある。このような考えからすれば、本件で問題になった労働契約上の安全
配慮義務違反を理由とする債務不履行の場合だけではなく、安全配慮義務
が問題となる事例一般、さらには、建築紛争や医療過誤訴訟など専門家・
技術化する他の訴訟においても、弁護士費用の賠償が認められるとの本判
決の論理が妥当するであろう。
　2　最後に、今後検討されるべき課題について触れたい。まず、弁護士
費用の請求が肯定されるとして、その額をどのように考えるべきかであ
る。本判決は、「相当と認められる額」としているが、その額の算定にあ
たって、消費税を考慮に入れるべきかどうかは一っの問題であろう。ま
た、弁護士費用相当額を含む債務不履行に基づく損害賠償請求の訴えが提
起された後、弁護士費用相当額以外の賠償額全額を弁済したという場合、
上記賠償請求権は消滅し、したがって、裁判所は原告敗訴の判決をなすべ
きかという問題もあろう。
＊校正の段階において、本判決の評釈である吉政知広・平成24年度重要判例解説（ジュ
　リスト1453号臨時増刊）（2013年）73頁に接した。
〔付記〕本稿は、平成24年12月8日に開催された白鴎大学民事判例研究会において報告
　　　したものに加筆訂正を加えたものである。同研究会においては、出席者の方々
　　　より貴重なご意見等を賜り、ここに記して謝意を表する次第である。
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